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令和元年度 茨木市中心市街地活性化基本計画の定期フォローアップに関する報告 

令和２年６月 

茨木市（大阪府） 

○計画期間：令和元年 12月〜令和７年３月（５年４月） 

Ⅰ．中心市街地全体に係る評価 

１． 令和元年度終了時点（令和２年３月 31日時点）の中心市街地の概況 

令和元年 12 月以降、認定基本計画に基づき、「多様な文化が集い、まちへの愛着を育む賑わ

い拠点」をまちづくりのコンセプトとし、中心市街地内に魅力ある商業機能や居心地の良い空

間を創出するための各事業を実施している。 

近年では、中心市街地内での茨木市創業促進事業補助金及び茨木市小売店舗改築（改装）事業

補助金の利用促進により、大都市や郊外の大型店とは異なる、個性的で市民の日常生活を豊か

にするような個店の新規出店の増加がみられる。また、社会実験 IBALAB plusにより、公共空

間の活用方法に関する実験的な取り組みが行われ、市民・民間事業者の賑わいづくりに向けた

機運も高まりつつある。 

通行量は増加しているが、JR 茨木駅・阪急茨木市周辺と鉄道駅周辺での賑わいに偏り、中心

市街地の中心である市民会館跡や商店街では減少しているため、回遊性を高める取り組みが求

められる。 

そのため、令和元年８月に、まちづくり会社 FICベース株式会社を官学民連携により設立し、

回遊を促すイベント等の実施や、空き店舗を改修・サブリースする事業や店舗設置・誘致事業

等を展開するための準備を進めている。 

今後は、令和５年度の施設竣工を予定する文化複合施設の整備に先立ち、まちづくり会社が

中心となりながら、店舗設置・誘致による魅力ある商空間の実現と、滞在・活動したくなるコ

ンテンツづくりに取り組み、各目標指標の達成を目指す。 

 

【中心市街地の状況に関する基礎的なデータ】       （基準日：毎年度 12月 31日） 

（中心市街

地区域） 

平成 30 年度

(計画前年度) 

令和元年度 

(1 年目) 

令和 2 年度

(２年目) 

令和 3 年度

(３年目) 

令和 4 年度

(４年目) 

令和 5 年度

(５年目) 

令和 6 年度

(最終年度) 

人口 14,222 14,192      

人口増減数 140 △30      

自然増減数 － －      

社会増減数 － －      

転入者数 － －      

※中心市街地区域 16 町丁目 (春日一丁目、西駅前町、駅前一〜四丁目、西中条町、岩倉町、片桐町、

元町、大手町、本町、宮元町、別院町、永代町、双葉町)の住民基本台帳人口の和から作成 

※システム上、自然増減数、社会増減数、転入者数については集計困難のため記載していない 
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２．令和元年度の取組等に対する中心市街地活性化協議会の意見 

  

令和元年８月には官学民が連携してまちづくり会社 FIC ベース株式会社の設立に至り、大学

の知的・人的資源や本市の市民力を生かした活性化へのスタート地点へ立つことができた。 

 商工会議所等との連携により、支援事業を活用した中心市街地内への新規出店は増え、個性・

魅力のある商業集積としてのポテンシャルは高まっているものと思われる。また、社会実験の

試み等により、令和５年度の文化複合施設竣工に向け、滞在したくなるような空間や企画を創

出しようという市民や事業者の機運も高まっている。 

 今後も、引き続き、官民が連携して計画推進に着実に取り組むことにより、目標指標が達成

できるよう注視していく。 

 一方、令和２年の新型コロナウイルスの影響の長期化により、にぎわい創出に向けた事業の

やり方や、店舗や施設の運営そのものについて、相当の工夫やこれまでにはなかったような新

たな配慮が必要になっている。多くの人が集まる場の滞在や店舗の利用等、新型コロナウイル

スと共存するまちのあり方や魅力の高め方を考え、具体的な対応を市民・事業者と共に創り上

げていかなければならない。 

 目標指標のうち、測定時の歩行者通行量については微増傾向であり、平時であれば回遊性を

高めて増加を図ることが望ましいが、次年度以降の評価方法について新たな評価軸追加の検討

や、必要に応じて、基本計画の事業実施時期や事業内容の見直しを行い、計画の進捗管理を進

める必要がある。 

 

※新型コロナウイルス感染拡大の観点から、協議会委員の皆様と令和２年５月 27日から令和 2

年５月 29日の期間、個別に意見交換を行い、茨木市中心市街地活性化協議会規約第 11条第

2 項の規定に基づき、定期フォローアップ報告書に記載する協議会の意見について内容を確

認することで、書面による表決が成立している。 
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Ⅱ．目標ごとのフォローアップ結果 

１．目標達成の見通し 

 
＜基準値からの改善状況＞ 

Ａ：目標達成、Ｂ：基準値達成、Ｃ：基準値未達成 

＜取組の進捗状況及び目標達成に関する見通しの分類＞ 

①取組（事業等）の進捗状況が順調であり、目標達成可能であると見込まれる。 

②取組の進捗状況は概ね予定どおりだが、このままでは目標達成可能とは見込まれず、今後対策を講じる必要

がある。 

③取組の進捗状況は予定どおりではないものの、目標達成可能と見込まれ、引き続き最大限努力していく。 

④取組の進捗に支障が生じているなど、このままでは目標達成可能とは見込まれず、今後対策を講じる必要が

ある。 

 

２．目標達成見通しの理由 

「計画掲載事業を活用した新規出店数」については、茨木市創業促進事業補助金及び茨木市小

売店舗改装（改築）事業補助金により出店者を支援しているが、 茨木商工会議所による新規開業

に向けた研修等事業との連携を図ることにより、中心市街地内での新規出店が順調に進んでい

る。また、令和元年８月にはまちづくり会社 FICベース株式会社が創設され、店舗等物件情報の

収集活動との連携を図ることや、既存空き店舗を改装・サブリースするクリエイターズマーケッ

ト整備事業等を予定していることで、目標を達成する見込みである。 

「平日昼間の歩行者通行量」については、全体では増加しているが、JR茨木駅・阪急茨木市周

辺と鉄道駅周辺での増加に偏っており、商店街周辺や中心市街地の中央に位置する旧市民会館前

では減少している。今後予定している店舗誘致や文化複合施設等の整備、それに先駆けて実施予

定のまちづくり会社による道路空間活用事業等の実施により、中心市街地全体の魅力を向上させ

回遊を誘導し、目標達成を図る必要がある。 

参考指標である「公共空間活用件数」については、最も多くのイベントが開催されている中央

公園が文化複合施設等の整備のため一部工事中となったこと等から、基準値である 87件/年から

57 件/年へと大幅に落ち込んだ。今後は、まちづくり会社による道路空間活用事業の実施や、勉

強会やワークショップ等公共空間を活用する実践の機会を設け、目標達成を図る必要がある。 

目標 目標指標 基準値 目標値 最新値 

基準値か

らの改善

状況 

前回の 

見通し 

今回の 

見通し 

中心商業機

能の質の更

新 

計画掲載事

業を活用した

新規出店数 

8.4 店/年 

（ H26〜 H30

平均） 

13.3 店/年

（ R1 〜 R6

平均） 

13 店 /年

（R1） 

B 前回フォ

ローアッ

プは実施

していな

い 

① 

滞在・活動の

場の創出 

平日昼間の

歩行者通行

量（平日：９〜

17 時） 

27,438 人/日

（H29） 

30,712 人/

日（R6） 

29,447 人/

日（R1） 

B 前回フォ

ローアッ

プは実施

していな

い 

① 

【参考指標】 

公共空間活

用件数 

87 件/年 

（H30） 

125 件/年

（R6） 

57 件 /年

（R1） 

C 前回フォ

ローアッ

プは実施

していな

い 

② 
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３．前回のフォローアップと見通しが変わった場合の理由 

「計画掲載事業を活用した新規出店数」 

 前回フォローアップは実施していない。 

「平日昼間の歩行者通行量」 

 前回フォローアップは実施していない。 

参考指標「公共空間活用件数」 

 前回フォローアップは実施していない。 

 

 

４．目標指標ごとのフォローアップ結果 

「計画掲載事業を活用した新規出店数」※目標設定の考え方認定基本計画 P.81参照 

●調査結果の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※調査方法：各年度の「茨木市創業促進事業補助金」及び「茨木市小売店舗改装（改築）事業補

助金」の活用件数を集計。 

※調 査 月：３月 

※調査主体：茨木市 

※調査対象：「茨木市創業促進事業補助金」及び「茨木市小売店舗改装（改築）事業補助金」の対

象店舗 

 

●目標達成に寄与する主要事業の進捗状況及び事業効果 

①商店街にぎわい空間整備事業（FICベース株式会社） 

事業実施期間 令和３年度〜令和４年度【未】 

事業概要 商店街内の駐輪場に併設し子供連れでゆったりと過ごすことので

きる居心地の良い飲食店の入る商業施設を整備することで、滞在

したくなる空間の創出を図る。 

国の支援措置名

及び支援期間 

国の支援措置なし 

事業効果及び進

捗状況 

施設を整備し市民ニーズに対応した飲食店を誘致することにより

計画期間（５年４か月）で 1店舗の新規出店を見込んでいる。 

年 （単位） 

H29 8.4 

(基準年値) 

R１ 13 

R６ 13.3 

(目標値) 

（ただし R１〜R６

平均） 
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事業の今後につ

いて 

基本計画に定めた事業実施期間での円滑な着手に向け、事業主体

となるまちづくり会社（FICベース株式会社）で準備を進める。 

 

②クリエイターズマーケット整備事業（FICベース株式会社） 

事業実施期間 令和２年度【未】 

事業概要 既存空き店舗の内部を改装し、ハンドメイドクリエイターが低賃

料で創業できる区画やコワーキングスペースを整備し、魅力ある

商業空間と新たな事業の創出を図る。 

国の支援措置名

及び支援期間 

国の支援措置なし 

事業効果及び進

捗状況 

既存空き店舗を改装し１坪単位に区画して低賃料で借りることが

できるスペースを９区画整備することから計画期間（５年４か月）

で９店舗の新規出店を見込んでいる。 

事業の今後につ

いて 

基本計画に定めた事業実施期間での円滑な着手に向け、事業主体

となるまちづくり会社（FICベース株式会社）で準備を進める。 

 

③まちづくり会社による店舗誘致事業（FICベース株式会社） 

事業実施期間 令和２年度〜令和６年度【未】 

事業概要 まちづくり会社が空き家・空き店舗等を借り上げ、建物の改修等

を行った上で商業等複合施設としてサブリースし、市民ニーズに

合致した業種・業態の店舗を誘致することで魅力的な商業空間の

形成を図る。 

国の支援措置名

及び支援期間 

国の支援措置なし 

事業効果及び進

捗状況 

不動産事業者と連携して不動産所有者と創業・出店意欲のある人

を繋ぎ、遊休不動産の積極的活用を促進し（５年４か月）で 10店

舗の新規出店を見込んでいる。 

事業の今後につ

いて 

基本計画に定めた事業実施期間での円滑な着手に向け、事業主体

となるまちづくり会社（FICベース株式会社）で準備を進める。 

 

④-1 茨木市創業促進事業補助金の拡充（茨木市） 

事業実施期間 平成 15年度〜【実施中】 

事業概要 飲食店や小売店舗の新規創業に対して、開業に要する経費を補助

することで創業を促進し、商業機能の更新を図る。 

国の支援措置名

及び支援期間 

国の支援措置なし 

事業効果及び進

捗状況 

８件の新規出店があり、今後は茨木市創業促進事業補助金と茨木市

小売店舗改装（改築）事業補助金を合わせて年間 10 件の新規出店を

見込んでいる。 
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事業の今後につ

いて 

中心市街地内で本事業を活用した開業が行われるよう、新規開業

希望者への情報提供や、新規開業に向けた研修等商工会議所等が

実施する事業との連携を積極的に図る。また、まちづくり会社に

よる店舗等物件情報の収集活動とも連携を図り、本事業を活用し

た開業促進に取り組む。 

 

④-2 茨木市小売店舗改装（改築）事業補助金の拡充（茨木市） 

事業実施期間 平成 14年度〜【実施中】 

事業概要 既存小売店舗の改装や２店舗目の出店、業態変更に係る費用を補

助することで、商業機能の質の更新を図る。 

国の支援措置名

及び支援期間 

国の支援措置なし 

事業効果及び進

捗状況 

５件の新規出店があり、今後は茨木市創業促進事業補助金と茨木市

小売店舗改装（改築）事業補助金を合わせて年間 10 件の新規出店を

見込んでいる。 

事業の今後につ

いて 

中心市街地内で本事業を活用した改装が行われるよう、市内物販・

飲食店への情報提供や、商工会議所等が実施する事業との連携を

積極的に図る。また、まちづくり会社による店舗等物件情報の収

集活動とも連携を図り、本事業を活用した開業促進に取り組む。 

 

●目標達成の見通し及び今後の対策 

計画掲載事業を活用した新規出店数は 13 件/年であり、順調に進捗している。茨木商工会議所

の創業支援等の取組と連携を図った結果と言え、今後は令和元年に設立したまちづくり会社の情

報収集活動とも連携を図り、目標達成に向けて弾みをつけていく。 
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「平日昼間の歩行者通行量」※目標設定の考え方認定基本計画 P.82〜P.85参照 

●調査結果の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

※調査方法：歩行者・自転車通行者、毎年 11月の平日に中心市街地内 10地点において午前７

時から午後７時までの 12時間計測。 

※調 査 月：11月 

※調査主体：FICベース株式会社 

※調査対象：中心市街地内 10 地点（A①JR 茨木駅商店街側エスカレーター、A②JR 茨木駅商

店街側居酒屋前、B①JR 茨木駅阪急オアシス前エスカレーター、B②JR 茨木駅阪急

オアシス前、C JR茨木駅立命館方面エスカレーター、D 市民会館跡地、E①本通り

商店街（阪急茨木市駅方面）、E②本通り商店街（城跡方面）、F 阪急茨木市駅商店街

側、G阪急茨木市駅市役所側） 

 

●目標達成に寄与する主要事業の進捗状況及び事業効果 

①道路空間活用事業（FIC ベース株式会社） 

事業実施期間 令和元年度〜令和６年度【実施中】 

事業概要 道路の占用の特例を活用し、JR茨木駅東口及び阪急茨木市駅西口

駅前広場にオープンカフェを設置、まちづくり会社が運営するこ

とで賑わいの創出を図る。 

国の支援措置名

及び支援期間 

国の支援措置なし 

事業効果及び進

捗状況 

道路管理者や警察との協議を行い、事業実施に向け順調に進行し

ている。事業が開始されれば、一日当たり 60人の平日昼間の歩行

者数増加を見込んでいる。 

事業の今後につ

いて 

基本計画に定めた事業実施期間での円滑な着手に向け、事業主体

となるまちづくり会社（FICベース株式会社）で準備を進める。 

 

② 文化複合施設整備事業（地域交流センター整備・子育て支援機能整備・図書館整備）（茨木市） 

事業実施期間 令和２年度〜令和５年度【未】 

事業概要 中央公園南グラウンド南側緑地にホールなどの機能を備えた文化

複合施設の整備を行う。文化複合施設には大屋根のあるオープン

スペースを整備し、集いの場の創出を図る。 

国の支援措置名 社会資本整備総合交付金（都市再構築戦略事業）（国土交通省）（令

年 （単位） 

H29 27,438 

(基準年値) 

R１ 29,447 

R６ 30,712 

(目標値) 
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及び支援期間 和２年度〜令和５年度） 

事業効果及び進

捗状況 

文化複合施設整備事業と中央公園（南）整備事業により、文化複

合施設に大屋根のある中間領域と芝生広場が現在の中央公園に一

体的に整備され、一日当たり 1,305 人の平日昼間の歩行者数増加

を見込んでいる。 

事業の今後につ

いて 

文化複合施設整備事業を進め、令和５年度の施設竣工を目指す。 

 

③ 中央公園（南）整備事業（茨木市） 

事業実施期間 令和２年度〜令和５年度【未】 

事業概要 文化複合施設の整備と併せて、中央公園の南グラウンドを芝生化

し、「育てる広場」のキーコンセプトのもと、ゆったりと過ごすこ

とのできる憩いのスペースを整備する。 

国の支援措置名

及び支援期間 

社会資本整備総合交付金（都市再構築戦略事業）（国土交通省）（令

和２年度〜令和５年度） 

事業効果及び進

捗状況 

中央公園でのイベント実施、元茨木川緑地再整備事業並びに文化

複合施設整備事業により、一日当たり 294 人の平日昼間の歩行者

数増加を見込んでいる。 

事業の今後につ

いて 

中央公園（南）整備事業を進め、令和５年度の施設竣工を目指す。 

 

④商店街にぎわい空間整備事業（FICベース株式会社） 

事業実施期間 令和３年度〜令和４年度【未】 

事業概要 商店街内の駐輪場に併設し子供連れでゆったりと過ごすことので

きる居心地の良い飲食店の入る商業施設を整備することで、滞在

したくなる空間の創出を図る。 

国の支援措置名

及び支援期間 

国の支援措置なし 

事業効果及び進

捗状況 

商店街にぎわい空間整備事業により、一日当たり 30人の平日昼間

の歩行者数増加を見込んでいる。 

事業の今後につ

いて 

基本計画に定めた事業実施期間での円滑な着手に向け、事業主体

となるまちづくり会社（FICベース株式会社）で準備を進める。 

 

⑤クリエイターズマーケット整備事業（FICベース株式会社） 

事業実施期間 令和２年度【未】 

事業概要 既存空き店舗の内部を改装し、ハンドメイドクリエイターが低賃

料で創業できる区画やコワーキングスペースを整備し、魅力ある

商業空間と新たな事業の創出を図る。 

国の支援措置名 国の支援措置なし 
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及び支援期間 

事業効果及び進

捗状況 

クリエイターズマーケット整備事業により、一日当たり 50 人の平日昼

間の歩行者数増加を見込んでいる。 

事業の今後につ

いて 

基本計画に定めた事業実施期間での円滑な着手に向け、事業主体

となるまちづくり会社（FICベース株式会社）で準備を進める。 

 

⑥立命館大学留学生商店街連携事業（立命館大学） 

事業実施期間 令和元年度〜【実施中】 

事業概要 商店街と留学生が連携・交流しながら留学生向けの商店街マップ

を作成し、留学生の商店街への来街を促進する。 

国の支援措置名

及び支援期間 

国の支援措置なし 

事業効果及び進

捗状況 

立命館大学留学生商店街連携事業により、一日当たり８人の平日昼

間の歩行者数増加を見込んでいる。 

事業の今後につ

いて 

引き続き事業を継続し、歩行者通行量の増加を図る。 

 

●目標達成の見通し及び今後の対策 

「平日昼間の歩行者通行量」については、27,438人/日から 29,447人/日へと増加している。大

学と連携したイベント開催等により、JR茨木駅周辺では通行量が増加しているものの、中心市街

地の中央に位置する旧市民会館前、商店街周辺、阪急茨木市駅周辺の通行量は減少している。JR

茨木駅の乗降客数は横ばい傾向にあることから、大学等と連携した情報発信等の取り組み効果が

発現したことも増加の要因として考えられる。 

一方、旧市民会館前は、市民会館閉館による影響等で減少しているものと考えられる。また、阪

急茨木市駅については乗降客数が増加傾向にあるにも関わらず周辺の通行量が減少、商店街周辺

でも減少となっていることから、阪急茨木市駅から商店街にかけての商空間の魅力や情報発信力

の低下が懸念される。 

将来、中心市街地の中心部に文化複合施設が竣工された際に、十分な効果が発現されるよう、

まちづくり会社による店舗誘致や、スカイパレット等道路空間活用事業の実施、大学と連携した

情報発信等に引き続き取り組むことにより、中心市街地内への回遊を誘導することが必要であ

る。 
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参考指標「公共空間活用件数」※目標設定の考え方認定基本計画 P.86〜P.87参照 

●調査結果の推移 

年 回/年 

H29 87 

(基準年値) 

R1 57 

R6 125 

(目標値) 

 

 

 

 

※調査方法：各年度の中心市街地内の主な公共空間（スカイパレット、中央公園グラウンド、岩

倉公園）で市へと利活用の届出のあった年間件数の和を算出。 

※調 査 月：３月 

※調査主体：茨木市 

※調査対象：中心市街地内の主な公共空間（スカイパレット、中央公園グラウンド、岩倉公園）

でのイベント等件数 

 

●目標達成に寄与する主要事業の進捗状況及び事業効果 

① 文化複合施設整備事業（地域交流センター整備・子育て支援機能整備・図書館整備）（茨木市） 

事業実施期間 令和２年度〜令和５年度【未】 

事業概要 中央公園南グラウンド南側緑地にホールなどの機能を備えた文化

複合施設の整備を行う。文化複合施設には大屋根のあるオープン

スペースを整備し、集いの場の創出を図る。 

国の支援措置名

及び支援期間 

社会資本整備総合交付金（都市再構築戦略事業）（国土交通省）（令

和２年度〜令和５年度） 

事業効果及び進

捗状況 

文化複合施設整備事業と中央公園（南）整備事業により、文化複

合施設に大屋根のある中間領域と芝生広場が現在の中央公園に一

体的に整備され、中央公園（南）整備事業と合わせて年間 12件の

公共空間の活用増を見込んでいる。 

事業の今後につ

いて 

文化複合施設整備事業を進め、令和５年度の施設竣工を目指す。 

 

② 中央公園（南）整備事業（茨木市） 

事業実施期間 令和２年度〜令和５年度【未】 

事業概要 文化複合施設の整備と併せて、中央公園の南グラウンドを芝生化

し、「育てる広場」のキーコンセプトのもと、ゆったりと過ごすこ

とのできる憩いのスペースを整備する。 

国の支援措置名 社会資本整備総合交付金（都市再構築戦略事業）（国土交通省）（令
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及び支援期間 和２年度〜令和５年度） 

事業効果及び進

捗状況 

文化複合施設整備事業と中央公園（南）整備事業により、文化複

合施設に大屋根のある中間領域と芝生広場が現在の中央公園に一

体的に整備され、文化複合施設整備事業と合わせて年間 12 件の公

共空間の活用増を見込んでいる。 

事業の今後につ

いて 

中央公園（南）整備事業を進め、令和５年度の施設竣工を目指す。 

 

③道路空間活用事業（FIC ベース株式会社） 

事業実施期間 令和元年度〜令和６年度【実施中】 

事業概要 道路の占用の特例を活用し、JR茨木駅東口及び阪急茨木市駅西口

駅前広場にオープンカフェを設置、まちづくり会社が運営するこ

とで賑わいの創出を図る。 

国の支援措置名

及び支援期間 

国の支援措置なし 

事業効果及び進

捗状況 

道路管理者や警察との協議を行い、事業実施に向け順調に進行し

ている。道路空間活用事業により、年間 24 件の公共空間の活用増を

見込んでいる。 

事業の今後につ

いて 

基本計画に定めた事業実施期間での円滑な着手に向け、事業主体

となるまちづくり会社（FICベース株式会社）で準備を進める。 

 

④「次なる茨木・クラウド。」プロジェクト（茨木市） 

事業実施期間 令和元年度〜【実施中】 

事業概要 中心市街地内の公共空間の活用に向けて、まちづくりの専門家に

よる勉強会やワークショップ等を行う。 

国の支援措置名

及び支援期間 

中心市街地活性化ソフト事業（総務省）（令和元年度〜令和６年度） 

事業効果及び進

捗状況 

令和元年度は年間８件の活用が図られ、今後も公園や両駅前広場

以外での公共空間において年間２件の活用増を見込んでいる。 

事業の今後につ

いて 

まちづくりの専門家による勉強会やワークショップ等を行い、ま

ちづくりの担い手の出会いの場の提供や人材育成等の取組を進

め、公共空間を活用する実践の機会を設ける。 

 

●目標達成の見通し及び今後の対策 

「公共空間活用件数」については、最も多くのイベントが開催されている中央公園が文化複合

施設等の整備のため一部工事中となったこと等から、基準値である 87件/年から 57件/年へと大

幅に落ち込んだ。今後は、まちづくり会社による道路空間活用事業の実施や、勉強会やワークシ

ョップ等公共空間を活用する実践の機会を設け、目標達成を図る必要がある。 

 

 


